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は
じ
め
に

　
人
口
一
四
億
人
を
超
え
、
経
済
規
模
も
世
界
一
に
な
ろ
う
と
し
て

い
る
中
国
の
動
向
は
、
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
い
て
イ
ン
パ
ク
ト
が
大

き
く
、
少
子
高
齢
化
の
急
加
速
も
そ
の
例
外
で
は
な
い
。
二
〇
二
一

年
三
月
に
発
行
さ
れ
た
中
国
人
民
銀
行
ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
〉
1
〈

ー
は

「
人
口
動
態
が
変
わ
っ
た
こ
と
を
認
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
指

摘
し
、「
出
生
率
を
過
大
に
推
計
し
て
い
る
の
は
ほ
ぼ
事
実
だ
」
と

も
述
べ
て
い
る
。「
中
国
の
人
口
が
五
十
年
ぶ
り
に
減
少
す
る
」
と

の
報
〉
2
〈道

も
な
さ
れ
て
い
る
。
国
連
は
中
国
の
人
口
ピ
ー
ク
を
二
〇
三

一
年
と
推
定
し
、
二
〇
二
五
年
に
総
人
口
に
対
し
て
六
五
歳
以
上
が

占
め
る
割
合
が
一
四
％
に
達
し
高
齢
社
会
を
迎
え
る
と
予
測
し
て

い
〉
3
〈

る
。
し
か
し
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
（
国
際
協
力
機
構
）
が
二
〇
二
一
年
三

月
、
中
国
海
南
改
革
・
発
展
研
究
院
に
委
託
し
た
調
査
に
よ
れ
ば
、

二
〇
二
二
年
に
は
一
四
％
を
超
え
る
見
通
し
が
示
さ
れ
て
お
〉
4
〈

り
、
高

齢
化
の
ス
ピ
ー
ド
は
予
測
以
上
に
早
い
と
言
え
る
。

　
二
〇
一
八
年
一
〇
月
、
安
倍
晋
三
総
理
が
訪
中
し
た
際
、
中
国
に

対
す
る
政
府
開
発
援
助
（O

fficial D
evelopm

ent A
ssistance 

以

下
、
Ｏ
Ｄ
Ａ
）
は
同
年
度
を
も
っ
て
新
規
採
択
を
終
了
す
る
と
発
表

し
〉
5
〈

た
が
、
そ
れ
を
遡
る
二
年
前
の
二
〇
一
六
年
に
採
択
さ
れ
た
「
日

中
高
齢
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
は
、
中
国
政
府
が
そ
の
経
費
の
八
割
以

上
を
負
担
す
る
前
提
で
ス
タ
ー
ト
し
た
。
過
去
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で

も
中
国
側
は
部
分
的
な
負
担
は
し
て
い
〉
6
〈

る
が
規
模
は
限
定
的
で
あ
っ

た
。
我
々
は
こ
の
課
題
へ
取
り
組
む
中
国
側
の
本
気
度
や
深
刻
度
を

感
じ
た
。

「
日
中
高
齢
化
対
策
戦
略
技
術
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」実
施
に
至
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経
緯
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と
課
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後
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望
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　「
日
中
高
齢
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
報
告
に
先
立
ち
、
ま
ず
Ｊ
Ｉ
Ｃ

Ａ
が
な
ぜ
国
際
協
力
の
中
で
高
齢
化
と
い
う
課
題
に
取
り
組
む
の
か

に
つ
い
て
紹
介
す
る
。「
日
中
高
齢
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
の
具
体
的

な
取
組
み
内
容
に
つ
い
て
は
、
そ
の
前
段
に
行
わ
れ
た
高
齢
化
分
野

に
お
け
る
日
中
協
力
の
実
績
を
整
理
し
た
後
、
報
告
す
る
。
最
後

に
、
今
後
の
日
中
連
携
の
展
望
、
可
能
性
に
つ
い
て
考
察
す
る
。

一　
高
齢
化
と
い
う
課
題
に
対
す
る
国
際
協
力

　
先
進
国
と
開
発
途
上
国
で
は
、
高
齢
化
が
招
く
社
会
問
題
の
質
が

大
き
く
異
な
る
。
こ
こ
で
は
デ
ー
タ
を
具
体
的
に
示
し
な
が
ら
、
㈠

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
役
割
に
つ
い
て
説
明
し
、
㈡
開
発
途
上
国
の
高
齢
化
の

現
状
と
そ
れ
を
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
支
援
す
る
必
要
性
や
意
義
に
つ
い
て
述

べ
る
。

㈠
　
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
役
割

　
我
が
国
の
Ｏ
Ｄ
Ａ
は
二
〇
二
四
年
、
開
始
七
〇
周
年
を
迎
え
る
。

外
務
省
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
で
は
「
開
発
途
上
地
域
の
開
発
を
主
た
る
目

的
と
す
る
政
府
及
び
政
府
関
係
機
関
に
よ
る
国
際
協
力
活
動
」
の
こ

と
を
開
発
協
力
と
い
い
、
そ
の
た
め
の
公
的
資
金
を
Ｏ
Ｄ
Ａ
と
い
う

と
定
義
さ
れ
て
い
〉
7
〈
る
。

　
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
は
現
在
二
〇
一
七
年
に
制
定
さ
れ
た
Ｏ
Ｄ
Ａ
大
綱
の

下
、
国
際
機
関
へ
の
資
金
拠
出
を
除
く
二
国
間
援
助
を
、
三
つ
の
手

法
（
技
術
協
力
、
有
償
資
金
協
力
、
無
償
資
金
協
力
）
で
一
元
的
に

担
う
、
世
界
最
大
規
模
の
援
助
実
施
機
関
で
あ
る
。
事
業
規
模
は
年

間
約
二
兆
円
で
あ
り
、
九
六
カ
所
の
海
外
拠
点
を
窓
口
と
し
て
、
約

一
五
〇
の
国
と
地
域
で
事
業
を
展
開
し
、
ま
た
一
五
カ
所
の
国
内
拠

点
が
日
本
国
内
と
海
外
の
結
節
点
の
役
割
を
果
た
す
。

　
最
新
の
内
閣
府
「
外
交
に
関
す
る
世
論
調
査
」（
二
〇
二
一
年

二
〉
8
〈月

）
の
「
今
後
の
開
発
協
力
の
あ
り
方
」
に
関
し
、「
積
極
的
に

進
め
る
べ
き
だ
」
三
〇
・六
％
と
「
現
在
程
度
で
よ
い
」
五
五
・一
％

を
合
わ
せ
る
と
全
体
の
八
五
・七
％
を
占
め
、「
な
る
べ
く
少
な
く
す

る
べ
き
だ
」
九
・七
％
と
「
や
め
る
べ
き
だ
」
二
・一
％
を
合
わ
せ
た

一
一
・
八
％
を
大
き
く
上
回
る
。
こ
の
傾
向
は
五
年
以
上
を
遡
っ
て

も
、
ほ
ぼ
変
わ
ら
な
い
。
ま
た
「
実
施
す
べ
き
観
点
」
と
し
て
は
、

「
災
害
や
感
染
症
な
ど
世
界
的
な
課
題
に
対
し
て
、
各
国
が
協
力
し

て
助
け
合
う
必
要
が
あ
る
か
ら
」
を
挙
げ
た
割
合
が
五
八
・
九
％
と

最
も
高
く
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
な
ど
の
安
定
供
給
の
確
保
に
資
す

る
」（
四
二
・八
％
）、「
国
際
社
会
で
の
日
本
へ
の
信
頼
を
高
め
る
必

要
が
あ
る
」（
四
二
・八
％
）
と
続
く
。
特
に
二
〇
二
〇
年
初
頭
か
ら

現
在
に
至
っ
て
も
続
く
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
世
界
的
な

流
行
は
、
各
国
に
世
界
的
な
課
題
に
対
す
る
国
際
協
力
の
必
要
性
を

再
認
識
さ
せ
る
も
の
と
な
っ
た
。

　
た
だ
し
一
方
で
そ
れ
は
、
他
の
国
に
援
助
し
て
い
る
場
合
な
の
か

と
い
う
こ
と
が
、
改
め
て
問
わ
れ
る
契
機
と
も
な
っ
た
。
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
は
先
進
国
も
途
上
国
も
無
関
係
に
、
感
染
当
事
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者
と
な
っ
て
い
る
。

　
こ
こ
で
新
興
国
、
開
発
途
上
国
の
世
界
経
済
全
体
に
対
す
る
国
内

総
生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
割
合
の
変
化
を
示
す
（
図
1
）。
世
界
全
体
の

Ｇ
Ｄ
Ｐ
シ
ェ
ア
の
内
、
と
り
わ
け
ア
ジ
ア
の
開
発
途
上
国
の
拡
大
が

顕
著
で
あ
る
。
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
の
影
響
で
二
〇
二
〇
年
こ
そ
マ
イ
ナ
ス
成
長
と
な
っ
た

が
、
二
〇
二
一
年
か
ら
は
プ
ラ
ス
に
転
じ
る
と
の
予
測
を
示
し
て
お

り
、
そ
の
成
長
率
も
数
回
に
わ
た
り
上
方
修
正
さ
れ
て
い
る
。
我
が

国
も
、
特
に
経
済
成
長
可
能
性
が
高
い
開
発
途
上
国
の
成
長
を
取
り

込
み
な
が
ら
、
利
益
も
共
有
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
は
、
我
が
国
が
他
国
と
密
接
に
繋
が
っ
て
い

る
課
題
で
あ
る
。
そ
の
対
策
が
ど
う
し
て
も
遅
れ
が
ち
に
な
る
開
発

途
上
国
を
支
援
し
な
け
れ
ば
、
そ
れ
が
巡
っ
て
自
国
に
影
響
す
る
こ

と
を
、
今
私
た
ち
は
身
を
も
っ
て
体
験
し
て
い
る
。
Ｏ
Ｄ
Ａ
は
開
発

途
上
国
が
こ
の
瞬
間
に
直
面
し
て
い
る
困
難
の
支
援
を
す
る
だ
け
で

な
く
、
我
が
国
の
将
来
へ
の
先
行
投
資
と
も
言
え
る
。

㈡
　
開
発
途
上
国
に
お
け
る
高
齢
化

　
高
齢
化
の
主
な
要
因
は
出
生
率
の
低
下
と
平
均
寿
命
の
延
伸
で
あ

り
、
か
つ
て
は
先
進
国
の
課
題
で
あ
っ
た
。
し
か
し
世
界
保
健
機
関

（
Ｗ
Ｈ
Ｏ
）
の
調
査
デ
ー
タ
に
よ
れ
ば
、
全
世
界
的
な
衛
生
環
境
や

栄
養
状
態
の
改
善
、
医
療
技
術
の
向
上
等
に
よ
り
、
平
均
寿
命
は
二

〇
〇
〇
年
か
ら
二
〇
一
九
年
ま
で
の
わ
ず
か
九
年
間
で
も
六
年
以
上

2000年

Advanced 
economies

54%

Emerging and 
developing Asia

16%

Emerging and 
developing Europe

７%

ASEAN-5
４%

Latin America and 
the Caribbean

９%

Middle East and 
Central Asia

８%
Sub-Saharan Africa

２%

日本のシェア: 9.87％

Advanced 
economies

37%

Emerging and 
developing Asia

34%

Emerging and 
developing Europe

７%

ASEAN-5
６%

Latin America and 
the Caribbean

6%

Middle East and 
Central Asia

７%
Sub-Saharan Africa

３%

日本のシェア: 3.48%

2026年

（全体）33.9兆ドル （全体）187.4兆ドル

図１　GDPシェアの変化に見る新興国・開発途上国の経済的重要性の高まり

出所：IMF (International Monetary Fund), “World Economic Outlook Datebase,” 
Apr.2021 https://www.imf.org/en/Publications/WEO/weo-database/2021/Aprilを参照し、
著者作成。
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延
〉
9
〈
び
、
出
生
率
は
中
所
得
国

の
場
合
で
さ
え
、
既
に
一
九

六
〇
年
頃
か
ら
二
・
〇
を
下

回
り
始
め
〉
10
〈

た
。

　
国
連
の
人
口
見
通
し
に
よ

れ
ば
、
二
〇
二
〇
年
か
ら
二

〇
五
〇
年
に
か
け
て
、
世
界

の
六
五
歳
以
上
の
高
齢
者
人

口
は
約
七
億
人
か
ら
一
五
億

人
へ
倍
増
す
る
と
見
ら
れ
て

い
る
が
、
そ
の
内
の
約
八
割

が
現
在
の
中
所
得
国
及
び
低

所
得
国
に
居
住
し
て
い
る

（
図
2
）。
中
所
得
国
及
び
低

所
得
国
全
体
の
高
齢
化
率
は

八
％
（
二
〇
二
〇
年
）
か
ら

一
四
％
（
二
〇
五
〇
年
）
に

増
加
す
る
と
推
定
さ
れ
て
い

る
（
図
3
）。

　
我
が
国
の
高
齢
化
率
は
二

八
・四
〉
11
〈
％
で
あ
る
が
、
欧
米

諸
国
と
比
較
し
、
急
速
に
高

齢
化
が
進
展
し
た
と
い
う
特
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図２　所得別及び国別に見た65歳以上の人口推移（2020‒2050）

出所：UN (United Nations), World Population Prospects 2019（https://population.un.org/
wpp/Download/Standard/Population/）より JICA作成（2020年12月９日）。

８％

92%

2020年
（総人口約65億人）

65歳以上

0-64歳

14%

86%

2050年
（総人口約84億人）

65歳以上

0-64歳

図３　中所得国及び低所得国の高齢化率推計

出所：図２に同じ。
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徴
を
有
す
る
。
フ
ラ
ン
ス
が

一
〇
〇
年
以
上
を
か
け
て

「
高
齢
化
社
会
」
か
ら
「
高

齢
社
〉
12
〈会

」
を
迎
え
た
の
に
対

し
、
日
本
は
二
四
年
で
そ
れ

に
達
し
た
。

　
今
後
、
高
齢
者
人
口
が
激

増
す
る
と
見
ら
れ
る
多
く
の

国
々
は
ア
ジ
ア
に
存
在
す
る

中
所
得
国
及
び
低
所
得
国
で

あ
る
。
高
齢
化
率
が
二
倍
に

な
る
の
に
要
す
る
年
数
は
中

国
二
四
年
、
タ
イ
二
〇
年
、

ベ
ト
ナ
ム
一
八
年
と
予
測
さ

れ
て
お
り
、
日
本
を
上
回
る

ス
ピ
ー
ド
で
高
齢
化
が
進
展

す
る
（
図
4
及
び
表
1
）。中

国
の
第
一
二
次
五
カ
年
計
画

に
「
未
富
先
老
」（
富
む
前

に
老
い
る
）
と
い
う
言
葉
で

表
現
さ
れ
た
よ
う
に
、
開
発

途
上
国
の
高
齢
化
は
、
社
会

基
盤
さ
え
覚
束
な
い
と
こ
ろ

表１　アジア各国の倍加年数

国 高齢化社会に達した
（達する）年

高齢社会に達した
（達する）年 倍加年数

ベトナム
スリランカ
タイ
日本
中国
インドネシア
フィリピン

2017
2007
2002
1970
2001
2023
2027

2035
2027
2022
1994
2025
2044
2058

18
20
20
24
24
21
30

注：倍加年数＝高齢化率が７％を超えてから、その倍の14％に達するま
での所要年数。

出所：図２に同じ。
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図４　アジア諸国の高齢化率（1965‒2065）

出所：図２に同じ。
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に
襲
い
掛
か
っ
て
く
る
。
一
例
を
挙
げ
る
と
中
国
で
は
、

特
に
都
市
部
の
重
要
な
社
会
イ
ン
フ
ラ
と
も
な
っ
て
い
る

配
達
サ
ー
ビ
ス
が
あ
る
。
コ
ー
ヒ
ー
一
杯
、
鉛
筆
一
本
で

も
届
け
て
く
れ
る
非
常
に
便
利
な
サ
ー
ビ
ス
で
、
利
用
者

が
増
え
る
一
方
で
あ
る
の
に
対
し
、
配
達
員
は
不
足
し
て

い
る
。
こ
の
配
達
員
の
担
い
手
の
多
く
は
農
村
か
ら
出
稼

ぎ
と
し
て
都
市
に
出
て
く
る
「
農
民
工
」
で
あ
る
が
、
二

〇
二
一
年
四
月
三
〇
日
中
国
国
家
統
計
局
が
発
表
し
た

「
二
〇
二
〇
年
農
民
工
観
測
調
査
報
〉
13
〈告

」
に
よ
れ
ば
、
農

民
工
の
規
模
が
前
年
に
比
べ
初
め
て
減
少
し
た
こ
と
と
同

時
に
、
高
齢
化
が
加
速
し
て
い
る
こ
と
が
見
て
取
れ
る
。

対
策
を
打
た
な
け
れ
ば
こ
う
し
た
社
会
イ
ン
フ
ラ
が
現
在

と
同
様
に
は
、
機
能
し
な
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
配
達

員
が
加
齢
の
た
め
に
身
体
機
能
が
衰
え
れ
ば
、
交
通
事
故

や
転
倒
事
故
な
ど
も
増
え
る
。
比
例
し
て
労
災
保
険
や
医

療
保
険
の
支
出
も
増
え
る
。
こ
の
よ
う
に
待
っ
た
な
し
の

課
題
で
あ
り
、
必
要
な
対
策
を
現
時
点
か
ら
講
じ
て
い
く

こ
と
が
急
務
で
あ
る
。

　
高
齢
化
が
世
界
的
課
題
と
し
て
認
識
さ
れ
始
め
た
の
は

一
九
八
〇
年
代
頃
か
ら
で
あ
る
が
、
特
に
重
要
な
マ
イ
ル

ス
ト
ー
ン
と
な
っ
た
国
際
会
議
等
を
示
す
（
表
2
）。
第

一
回
会
議
か
ら
一
貫
し
て
注
目
さ
れ
て
い
る
の
は
、
こ
の

課
題
は
医
療
・
介
護
を
中
心
に
し
つ
つ
も
、
多
分
野
に
ま

表２　国際高齢化施策・戦略について重要なマイルストーンとなった国際会議等

年 出 来 事

1982 第１回高齢者問題世界会議（World Assembly on Ageing）（於：オーストリア・ウィーン）
→ 「高齢化に関する国際行動計画」を採択

1990 毎年10月１日を「国際高齢者の日」と定めることを決議（第45回国連総会）

1991 高齢者のための国連原則を採択（第46回国連総会）
→ 高齢者の自立・参加・ケア・自己実現・尊厳の実現を５原則として掲げる

2002 第２回高齢者問題世界会議（於：スペイン・マドリッド）
→ 高齢化に関する「国際行動計画2002」を採択

2010 国連に高齢化問題に特化した作業部会「高齢化に関するオープンエンド・ワーキン
ググループ」が設置される（第65回国連総会）

2015 持続可能な開発目標（SDGs）に、高齢者についてのターゲットが盛り込まれる

2019

G20首脳会議（於：大阪）
G20保健大臣会議（於：岡山）
→  G20で初めて高齢化について本格的に議論され、岡山保健大臣宣言に、高齢化
への対応が盛り込まれる

2020 A Decade for Healthy Ageing（健康な高齢化のための10年）開始
（第73回世界保健総会）

出所：JICA「高齢化勉強会」（2020年10月２日）資料より著者作成。



181──「日中高齢化対策戦略技術プロジェクト」実施に至る経緯、成果と課題及び今後の展望

た
が
り
、
社
会
全
体
で
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
解
決
で
き
な

い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
医
療
・
社
会
保
障
制
度
を
は
じ

め
と
す
る
政
策
面
で
の
対
応
、
医
療
や
介
護
人
材
の
確

保
、
労
働
人
口
減
少
へ
の
対
応
、
道
路
や
建
築
物
等
ハ
ー

ド
面
の
改
善
等
々
、
短
期
間
に
多
面
的
で
多
層
的
な
改
善

や
整
備
が
求
め
ら
れ
る
。
二
〇
三
〇
年
ま
で
の
持
続
可
能

な
開
発
目
標
（SD

G
s

）
に
お
い
て
も
高
齢
化
は
「
目
標

三
：
す
べ
て
の
人
々
に
健
康
と
福
祉
を
」
に
直
接
合
致
す

る
ほ
か
、「
目
標
二
：
飢
餓
を
ゼ
ロ
に
」、「
目
標
一
一
：

住
み
続
け
ら
れ
る
ま
ち
づ
く
り
」
等
を
は
じ
め
、
随
所
に

関
連
性
が
見
て
取
れ
る
。

　
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
は
途
上
国
に
対
し
、
二
〇
〇
〇
年
代
初
頭
か

ら
技
術
協
力
を
中
心
に
、
様
々
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施

し
て
き
て
い
る
。
特
に
一
〇
年
以
上
に
わ
た
り
断
続
的
に

協
力
を
続
け
て
き
た
タ
イ
に
は
、
日
本
と
同
様
の
ケ
ア
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
を
中
心
と
し
た
地
域
包
括
ケ
ア
サ
ー
ビ
ス
シ

ス
テ
ム
が
整
備
さ
れ
つ
つ
あ
る
。
こ
れ
は
世
界
に
先
駆
け

て
急
速
な
高
齢
化
を
経
験
し
た
「
課
題
先
進
〉
14
〈国

」
日
本
な

ら
で
は
の
知
見
・
教
訓
を
活
用
し
た
開
発
協
力
で
あ
る

（
表
3
）。

表３　高齢化分野における JICAの協力プロジェクト実施実績

開始年度 国　名 案 件 名

2004 チリ 高齢者福祉行政プロジェクト

2007 タイ コミュニティにおける高齢者向け保健医療・福祉サービスの統
合型モデル形成プロジェクト

2012 タイ 要援護高齢者のための介護サービス開発プロジェクト

2014 インドネシア 社会保険制度強化プロジェクト

2014 マレーシア 高齢化社会に向けた地域社会に根差したプログラムおよび社会
的支援の構築プロジェクト

2016 モンゴル 社会保険実施能力強化プロジェクト

2016 中国 日中高齢化対策戦略技術プロジェクト（コストシェア型）

2017 インドネシア 社会保険実施能力強化プロジェクト

2017 タイ 高齢者のための地域包括ケアサービス開発プロジェクト

計画中 スリランカ コミュニティにおける高齢者向けサービス運営能力強化プロ
ジェクト

計画中 メキシコ コミュニティを基盤とした高齢者の包括介護プロジェクト

計画中 チリ 高齢者ケアのための地域モデル形成支援：ケアするコミュニ
ティプロジェクト

出所：JICA内データベースより著者作成。
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二　
中
国
の
高
齢
化
分
野
に
対
す
る 

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
支
援

　
こ
こ
で
は
「
日
中
高
齢
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
以
前
と
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
開
始
後
に
分
け
て
、
支
援
実
績
を
示
し
つ
つ
、
成
果
、
及
び
課

題
に
つ
い
て
報
告
す
る
。
㈠
で
は
、
高
齢
化
分
野
に
対
し
、
初
め
て

Ｏ
Ｄ
Ａ
で
支
援
し
た
案
件
か
ら
、
比
較
的
小
規
模
な
事
業
ま
で
を
網

羅
的
に
振
り
返
る
。
特
に
「
日
中
高
齢
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
を
形
成

し
た
背
景
に
つ
い
て
は
、
対
中
Ｏ
Ｄ
Ａ
の
沿
革
も
踏
ま
え
な
が
ら
、

そ
の
過
程
を
述
べ
る
。
㈡
で
は
、「
日
中
高
齢
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」

に
対
す
る
主
な
投
入
実
績
を
時
系
列
的
に
示
し
つ
つ
、
成
果
及
び
課

題
と
そ
の
対
応
策
を
紹
介
す
る
。

　
そ
の
前
に
、
政
府
間
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
中
国
の
高
齢
化
分
野

へ
の
支
援
を
実
施
し
て
い
る
の
は
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
だ
け
で
あ
る
こ
と
に

つ
い
て
、
私
見
を
述
べ
る
。
二
〇
二
一
年
現
在
で
も
、
ド
イ
ツ
、
フ

ラ
ン
ス
、
イ
ギ
リ
ス
な
ど
は
中
国
に
対
す
る
Ｏ
Ｄ
Ａ
を
継
続
し
て
い

る
。
ま
た
こ
の
分
野
に
つ
い
て
は
、
欧
米
諸
国
も
中
国
を
巨
大
市
場

と
見
な
し
て
お
り
関
心
も
高
い
。
し
か
し
中
国
側
か
ら
欧
米
諸
国
に

対
し
て
、
こ
の
分
野
へ
の
支
援
要
望
は
さ
ほ
ど
高
く
な
い
と
聞
く
。

ま
た
中
国
側
は
、
加
速
度
的
な
高
齢
社
会
へ
の
進
行
や
文
化
的
背
景

が
日
本
と
共
通
し
て
い
る
た
め
日
本
か
ら
学
ぶ
価
値
が
あ
る
と
言
う

が
、
果
た
し
て
そ
れ
だ
け
で
あ
ろ
う
か
。

　
著
者
は
、
中
国
で
は
障
害
者
と
高
齢
に
よ
る
身
体
機
能
の
衰
え
に

よ
っ
て
介
助
や
リ
ハ
ビ
リ
を
要
す
る
人
を
明
確
に
区
別
し
て
い
な
い

と
い
う
点
か
ら
、
改
革
開
放
間
も
な
い
一
九
八
六
年
か
ら
二
〇
一
一

年
ま
で
断
続
的
に
日
本
に
よ
る
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
支
援

の
実
績
を
、
中
国
側
が
評
価
し
て
い
る
こ
と
も
一
因
と
推
察
す
る
。

無
償
資
金
協
力
に
よ
っ
て
障
害
者
リ
ハ
ビ
リ
セ
ン
タ
ー
を
整
備
し
た

後
、
専
門
家
に
よ
る
技
術
協
力
、
ま
た
同
分
野
に
対
す
る
青
年
海
外

協
力
〉
15
〈隊

等
の
派
遣
を
含
め
る
と
相
当
な
実
績
と
な
る
（
表
4
）。
特

に
作
業
療
法
と
い
っ
た
考
え
方
は
青
年
海
外
協
力
隊
を
派
遣
し
た
当

時
の
中
国
に
は
な
く
、「
隊
員
の
指
導
で
、
通
院
し
て
い
た
人
が
変

わ
っ
た
」、「
一
人
で
で
き
る
こ
と
が
増
え
た
」
等
、
目
に
見
え
て
著

し
い
成
果
が
出
現
し
た
こ
と
に
対
し
、
極
め
て
高
い
評
価
を
得
て
い

た
。
な
お
、
草
の
根
技
術
協
力
と
は
、
我
が
国
の
公
益
法
人
や
大

学
、
地
方
自
治
体
等
が
、
既
に
海
外
で
実
施
し
て
い
る
活
動
の
ス

ケ
ー
ル
ア
ッ
プ
等
を
目
指
す
際
に
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
支
援
し
、
共
同
で

実
施
す
る
事
業
形
態
で
あ
る
。
ま
た
青
年
海
外
協
力
隊
は
、
日
本
の

青
年
が
自
ら
の
知
識
や
技
術
を
活
用
し
、
開
発
途
上
国
の
人
々
と
同

じ
目
線
で
、
そ
の
国
の
地
域
社
会
や
経
済
発
展
に
協
力
・
貢
献
す
る

た
め
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
派
遣
、
支
援
す
る
事
業
で
、
中
国
に
は
一
九
八

六
年
に
そ
の
派
遣
が
開
始
さ
れ
て
い
る
。

㈠
　「
日
中
高
齢
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
以
前
の
支
援
状
況

　
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
中
国
で
取
り
組
ん
だ
高
齢
化
分
野
へ
の
主
な
協
力
実
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績
を
示
す
（
表
5
）。

　
二
〇
〇
五
年
か
ら
実
施
し
た
「
農

村
社
会
養
老
保
険
制
度
整
備
調
査
」

は
、
従
来
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
や
家
族

が
担
っ
て
き
た
農
村
部
の
伝
統
的
な

老
後
の
生
活
保
障
機
能
が
、
核
家
族

化
や
農
村
か
ら
都
市
へ
の
出
稼
ぎ
者

の
増
加
な
ど
に
よ
っ
て
減
退
・
変
質

し
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、
中
国
政
府

と
共
に
農
村
社
会
養
老
保
険
制
度

（
農
保
制
度
）
の
改
善
案
を
策
定
す

る
と
同
時
に
、
制
度
運
用
に
必
要
な

人
材
育
成
や
管
理
シ
ス
テ
ム
の
構

築
、
及
び
農
保
制
度
の
普
及
啓
発
活

動
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
た
技
術

協
力
型
の
開
発
調
査
で
あ
る
。

　
日
本
の
国
民
皆
年
金
制
度
導
入
事

例
等
に
照
ら
し
て
農
保
制
度
を
評
価

し
、
改
善
点
を
洗
い
出
し
た
上
で
公

的
年
金
制
度
案
を
作
成
・
提
示
す
る

と
と
も
に
、
年
金
制
度
運
用
体
制
整

備
に
関
す
る
提
言
を
行
っ
た
。
そ
れ

が
現
在
の
中
国
農
村
年
金
制
度
の
基

表４　中国のリハビリテーション分野に対する JICAの主な協力実績

開始年度 実 施 地 日本側実施団体 案 件 名

無償資金協力

1986 北京市 － 肢体障害者リハビリテーション研
究センター整備計画

技術協力

1986 北京市 － リハビリテーション研究センター
プロジェクト

2001 北京市 － リハビリテーション専門職養成プ
ロジェクト

2008 陝西省、重慶市、
広西壮族自治区 － 中西部地域リハビリテーション人

材養成プロジェクト

草の根技術協力

2008 大連市 社会福祉法人
北九州手をつなぐ育成会

大連市障害者職業技能訓練セン
ターによる就労開発事業の強化

2009 北京市 社会福祉法人
日本点字図書館

視覚障碍者音声情報提供技術指導
事業

2010 秦皇島市 岐阜日中美谷福祉協会 河北省における自閉症児教育教員
養成支援プロジェクト

青年海外協力隊派遣

理学療法士のべ27名を1987‒2015年までの間、中国全土に派遣

作業療法士のべ14名を1991‒2014年までの間、中国全土に派遣

言語聴覚士１名を1994‒1996年までの間、北京市に派遣

出所：JICA内データベースより著者作成。
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礎
と
な
っ
て
い
る
。
中
国
側
調
査
関
係
者
は
当
時
を
振
り

返
り
「
当
該
制
度
に
携
わ
る
部
局
の
人
数
も
、
業
務
経
験

も
不
足
し
て
お
り
、
日
本
側
の
協
力
が
な
け
れ
ば
こ
れ
だ

け
の
短
期
間
で
、
数
億
人
を
カ
バ
ー
す
る
制
度
の
構
築
・

普
及
は
で
き
な
か
っ
た
」
と
コ
メ
ン
ト
し
て
い
る
。

　
こ
れ
に
並
行
し
て
行
わ
れ
た
草
の
根
技
術
協
力
は
主

に
、
介
護
人
材
の
育
成
を
目
的
と
し
た
も
の
だ
っ
た
。
当

時
の
中
国
に
は
日
本
の
介
護
士
に
相
当
す
る
養
老
護
理
員

と
い
う
国
家
資
格
が
あ
っ
た
が
、
実
際
に
そ
の
資
格
を
活

用
し
て
仕
事
を
し
て
い
る
事
例
は
ほ
と
ん
ど
な
か
っ
た
。

草
の
根
技
術
協
力
を
実
施
し
た
日
本
側
の
機
関
は
い
ず
れ

も
、
中
国
に
日
本
人
専
門
家
を
派
遣
・
配
置
し
て
介
護
の

基
礎
研
修
を
行
い
、
終
了
後
に
日
本
に
招
い
て
、
実
際
の

介
護
施
設
で
実
習
を
通
じ
て
さ
ら
に
研
修
を
行
う
と
い
う

方
式
に
よ
っ
て
、
の
べ
五
〇
〇
名
以
上
も
の
人
材
を
育
成

し
た
。
そ
の
中
に
は
日
本
語
を
学
び
、
日
本
で
介
護
職
員

初
任
者
研
修
を
受
講
し
て
、
そ
の
資
格
を
取
得
し
た
一
〇

名
以
上
が
、
現
在
、
実
際
に
日
本
の
介
護
施
設
で
介
護
職

に
従
事
し
て
い
る
。

　
こ
れ
ら
の
成
果
を
踏
ま
え
、
本
格
的
な
技
術
協
力
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
を
形
成
す
べ
く
、
そ
の
準
備
と
し
て
取
り
組
ん

だ
の
が
二
〇
一
三
年
の
「
高
齢
化
問
題
に
関
す
る
情
報
収

集
・
確
認
調
〉
16
〈査

」
で
あ
る
。
こ
の
調
査
で
は
、
⑴
中
国
の

表５　中国の高齢化分野に対する JICAの主な協力実績

開始年度 実 施 地 日本側実施団体 案 件 名

開発調査

2005
山東省、山西省、
安徽省、福建省、
四川省、雲南省

― 農村社会養老保険制度整備調査

草の根技術協力

2005 上海市 社会福祉法人旭川荘 岡山‒上海高齢者介護教員養成セ
ンター

2006 江西省 岐阜県立寿楽苑 高齢者介護支援技術研修

2009 江西省 社会福祉法人旭川荘 高齢者介護教員養成事業

2011 上海市 社会福祉法人旭川荘 上海医療福祉関係人材養成事業

2012 西安市 特定非営利活動法人
日中介護事業交流協会

陝西省における介護人材育成支援
事業

情報収集・確認調査

2013
北京市、上海市、
青島市、成都市、
西安市、大連市

― 高齢化問題に関する情報収集・確
認調査

出所：JICA内データベースより著者作成。
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高
齢
化
の
現
状
及
び
対
策
に
つ
い
て
の
課
題
整
理
、
⑵
中
国
が
取
り

入
れ
ら
れ
る
日
本
の
高
齢
化
対
策
に
つ
い
て
の
知
見
や
制
度
の
抽

出
、
⑶
日
中
両
国
に
寄
与
す
る
協
力
方
法
の
検
討
、
以
上
三
点
に
主

に
取
り
組
ん
だ
。

　
特
に
留
意
す
べ
き
は
三
点
目
「
日
中
両
国
へ
の
寄
与
」
で
あ
る
。

一
般
的
に
Ｏ
Ｄ
Ａ
事
業
は
先
進
国
か
ら
途
上
国
に
対
す
る
単
方
向
の

資
金
や
技
術
の
提
供
と
理
解
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
途
上
国
の
発
展

状
況
は
一
律
で
な
く
、
と
り
わ
け
中
国
に
つ
い
て
は
二
〇
〇
八
年
の

北
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
開
催
や
、
二
〇
一
一
年
に
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
日
本
を
抜

き
、
米
国
に
次
ぐ
第
二
位
と
な
っ
た
こ
と
、
二
〇
一
二
年
の
い
わ
ゆ

る
尖
閣
諸
島
国
有
〉
17
〈化

に
伴
う
反
日
運
動
の
激
化
等
を
経
て
、「
対
中

Ｏ
Ｄ
Ａ
は
必
要
な
の
か
」
と
す
る
世
論
に
常
に
さ
ら
さ
れ
て
き
た
。

そ
の
沿
革
を
示
す
（
図
5
）。
こ
の
た
め
調
査
を
進
め
る
中
で
は
、

過
去
に
実
施
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
よ
う
に
日
本
側
の
資
金
、
技

術
、
知
見
を
総
動
員
し
て
中
国
側
を
支
援
す
る
と
い
っ
た
形
式
で
な

く
、
日
本
へ
の
メ
リ
ッ
ト
や
リ
タ
ー
ン
を
十
分
に
考
慮
す
る
必
要
が

あ
っ
た
。
同
時
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、
中
国
側

に
も
相
応
の
資
金
負
担
に
応
じ
て
も
ら
う
必
要
が
あ
っ
た
。

　
こ
の
調
査
結
果
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
取
り
組
む
べ
き
二
通

り
の
方
向
性
を
示
し
た
。
一
つ
は
、
日
本
の
高
齢
者
介
護
サ
ー
ビ
ス

の
専
門
性
が
と
り
わ
け
長
け
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
当
時
は
未
だ
、

技
能
実
習
制
度
に
介
護
職
種
が
含
ま
れ
る
こ
と
は
決
定
さ
れ
て
い
な

か
っ
た
が
、
日
中
双
方
に
不
足
す
る
介
護
人
材
の
養
成
強
化
が
日
中

協
力
に
お
い
て
は
有
望
で
あ
ろ
う
こ
と
が
確
認
で
き
た
。
も
う
一
つ

は
、
使
用
や
購
入
の
際
に
、
中
国
の
公
的
支
援
を
受
け
る
た
め
に
、

統
一
さ
れ
た
福
祉
用
具
の
規
格
の
必
要
性
で
あ
る
。
こ
れ
は
利
用

者
、
介
護
施
設
だ
け
で
な
く
、
特
に
日
系
企
業
か
ら
も
強
く
要
望
が

出
さ
れ
た
も
の
で
、
種
類
が
豊
富
で
質
の
高
い
日
本
の
福
祉
用
具
を

中
国
で
普
及
さ
せ
て
い
く
方
策
の
必
要
性
が
確
認
で
き
た
。

　
こ
れ
ら
に
加
え
て
、
実
際
に
は
も
う
一
つ
、
介
護
保
険
制
度
構
築

支
援
の
必
要
性
に
つ
い
て
も
調
査
結
果
は
触
れ
て
い
る
。
日
本
の
介

護
産
業
が
介
護
保
険
な
く
し
て
は
成
り
立
た
な
い
よ
う
に
、
中
国
で

も
同
様
の
制
度
を
導
入
し
、
介
護
産
業
を
発
展
さ
せ
、
国
民
は
等
し

く
そ
の
恩
恵
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
す
べ
き
と
し
て
い
る
。
こ
の
調

査
は
、
北
京
、
青
島
、
上
海
、
成
都
で
実
地
踏
査
を
行
っ
た
が
、
青

島
、
上
海
で
は
既
に
試
行
的
に
介
護
保
険
制
度
が
導
入
さ
れ
て
お

り
、
介
護
の
必
要
性
が
認
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
そ
の
程
度
に
応
じ

て
補
助
金
が
支
出
さ
れ
て
い
る
等
、
そ
の
有
効
性
を
確
認
し
た
。
た

だ
し
こ
の
分
野
は
当
時
、
ア
ジ
ア
開
発
銀
行
（
Ａ
Ｄ
Ｂ
）
が
支
援
対

象
に
し
よ
う
と
し
て
い
た
こ
と
、
日
本
側
へ
の
メ
リ
ッ
ト
が
先
述
の

二
つ
と
比
較
し
て
小
さ
い
、
即
効
性
が
な
い
等
の
判
断
か
ら
、
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
枠
組
み
か
ら
は
除
外
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

㈡
　
日
中
高
齢
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

　
日
中
双
方
で
合
意
し
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
枠
組
み
を
示
す
（
表

6
）。
中
国
側
の
実
施
機
関
を
民
生
部
と
し
た
の
は
、「
高
齢
化
問
題
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1979年12月　大平総理大臣（当時）訪中後、対中国 ODAが開始
「より豊かな中国の出現がよりよき世界に繋るとの期待。我が国が中国の近代化に協力
するとの方針を強く打ち出した所以も、このような世界の期待に裏打ちされているから
である」（訪中時の大平総理演説）

1980年代～　 経済成長のボトルネックの解消（運輸、通信、エネルギー）市場経済
化・近代化支援

■円借款による大規模な経済インフラの整備→秦皇島港拡充、大同・秦皇島港間鉄
道建設（内陸から沿海部への石炭輸送）、連雲港、青島港、天生橋水力発電所の
建設など

■国営企業の工場近代化支援　（119件）
■中日友好病院　（施設・機材整備と医療技術者の育成）　

1990年代～　新たな開発課題への対応
■都市化の進展→北京（地下鉄１号線、上下水道）、主要都市の上下水道・ガス供給
など

■急速な経済成長に伴う経済インフラ整備→海南島開発、北京空港第２ターミナ
ル、上海浦東空港など

■環境汚染の顕在化→日中友好環境保全センター建設及び技術協力
■貧困対策（沿海部・内陸部間、都市部・農村部間の格差拡大）

　　　　　　　中国の経済発展に伴う開発課題の変化

2001年　「対中国経済協力計画」の策定
■沿海部中心のインフラ整備から環境・生態保全、内陸部の民生向上や社会開発、
人材育成、制度作り、技術移転を重視→環境問題など地球的規模問題への対処

　・改革開放支援　　・相互理解の増進　　・貧困克服のための支援　
　・民間活動支援　　・多国間協力の推進 

　　　　　　　2006年　一般無償資金協力の新規承諾終了
　　　　　　　2007年　円借款の新規承諾終了

現在
■日本国民の生活に直接影響する越境公害、感染症等協力の必要性が真に認められ
る分野における技術協力など限られたものを実施

■対中 ODAの大部分を占める技術協力については、日中の新たな協力のあり方と
して、日中双方が適切に費用を負担する方法を段階的に実施

　　　　　　　2022年３月をもって、対中 ODAは終了

図５　対中 ODAの沿革

出所：「日本の対中国 ODA概要」JICA中国事務所（2021年７月）より著者作成。https://
www.jica.go.jp/china/office/others/pr/ku57pq0000226edm-att/Japans_ODA_to_China.pdf
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に
関
す
る
情
報
収
集
・
確
認
調
査
」
の
結
果
が
示
し
た
二

つ
の
方
向
性
、
す
な
わ
ち
高
齢
者
介
護
サ
ー
ビ
ス
と
福
祉

用
具
規
格
制
定
を
所
管
す
る
政
府
の
責
任
部
門
だ
っ
た
た

め
で
あ
る
。
こ
の
時
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
は
民
生
部
以
外
に
、
国

務
院
国
家
老
齢
弁
公
室
も
有
力
な
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
に

な
り
得
る
と
考
え
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
を
働
き
か
け

た
。
老
齢
弁
公
室
は
中
国
全
体
の
高
齢
化
に
関
わ
る
制
度

構
築
の
中
心
と
な
る
機
関
で
あ
る
が
、
当
時
専
任
職
員
は

四
名
で
あ
っ
た
。
彼
ら
の
業
務
所
掌
は
中
国
全
土
に
及
ぶ

た
め
北
京
に
全
員
が
揃
う
こ
と
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
所
定

の
業
務
で
手
一
杯
で
新
た
な
任
務
を
抱
え
る
余
裕
が
な

く
、
腰
を
据
え
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
内
容
に
関
わ
る
協
議
を

行
え
る
よ
う
な
状
況
で
は
な
か
っ
た
。
さ
ら
に
高
齢
化
関

連
の
事
業
に
関
わ
る
主
な
部
門
と
し
て
、
医
療
と
養
老
の

一
体
化
政
策
や
高
齢
者
医
療
政
策
に
関
わ
る
国
家
衛
生
計

画
生
育
委
員
〉
18
〈会

、
社
会
保
険
制
度
や
介
護
職
員
の
資
格
認

定
に
関
わ
る
人
力
資
源
・
社
会
保
障
部
、
高
齢
者
産
業
発

展
政
策
全
般
に
関
わ
る
国
家
発
展
改
革
委
員
会
等
が
あ

る
。
現
在
で
も
こ
の
状
況
に
変
化
は
な
く
、
所
掌
の
重
複

や
縦
割
り
に
よ
る
弊
害
も
多
い
。
た
だ
し
民
生
部
に
は
省

庁
横
断
の
調
整
機
関
で
あ
る
全
国
老
齢
工
作
委
員
会
弁
公

室
が
設
置
さ
れ
て
お
り
、
そ
こ
に
主
な
関
連
部
門
が
全
て

含
ま
れ
て
い
た
た
め
、
実
施
機
関
を
民
生
部
と
定
め
る
こ

表６　「日中高齢化対策戦略技術プロジェクト」概要

実施機関 ・民生部
・北京市、江蘇省、浙江省、陝西省各民生部門およびモデル施設10カ所

期　間 2016年５月～20年５月（４年間）

対象地域 北京市・江蘇省・浙江省・陝西省

プロジェクト目標
　日中間の介護福祉サービス関連政策に関する多層的なネットワーク
の形成を通じて、中国民政部及び協力地区における介護福祉サービス
関連政策及び介護福祉人材育成システム構築に関する能力が向上す
る。

プロジェクト成果

１ ．日本の高齢化対策法令・制度構築の経験の共有を通じ、中国中央
レベル及び地方レベルの介護福祉サービスが分析されかつ提言がな
される。

２ ．モデル施設において、介護福祉サービスに関する拠点訓練施設と
しての能力が向上する。

３ ．日中の経験の相互共有のネットワークが強化される。

モデルサイト

【北京市】
・北京市第一社会福利院
・北京社会管理職業学院
【江蘇省】
・南京鐘山職業技術学院
・江蘇省老年公寓
・九如養老産業グループ（施設、学院）

【浙江省】
・杭州市社会福祉センター
・衢州職業技術学院
【陝西省】
・陝西工運学院
・陝西省自強中等専業学校
・陝西偉芝堂老年公寓

出所：「日中高齢化プロジェクト」討議議事録附表１より著者作成。
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と
が
合
理
的
で
あ
り
、
ま
た
中
国
国
内
へ
の
波
及
効
果
も
高
い
と
判

断
し
た
。
民
生
部
側
は
傘
下
の
北
京
社
会
管
理
職
業
学
〉
19
〈院

に
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
事
務
局
を
設
置
し
、
同
学
院
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
年
間
計

画
作
成
や
モ
デ
ル
サ
イ
ト
と
の
連
絡
調
整
を
行
う
体
制
を
構
築
し

た
。㈢

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
果
と
課
題

　
最
初
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
主
な
投
入
実
績
を
示
す
（
表
7
）。

　
我
が
国
の
み
な
ら
ず
、
世
界
的
に
も
技
術
協
力
は
、
⑴
専
門
家
の

派
遣
と
そ
れ
に
伴
う
現
地
で
の
活
動
、
⑵
支
援
国
で
の
研
修
、
⑶
資

機
材
の
供
与
、
の
三
つ
の
投
入
要
素
の
効
果
的
な
組
み
合
わ
せ
で
構

成
さ
れ
る
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
経
費
の
八
割
以
上
を
中
国
側
が

負
担
す
る
前
提
で
あ
っ
た
た
め
、
日
本
側
の
投
入
は
彼
ら
の
予
算
に

応
じ
て
調
整
す
る
必
要
が
あ
っ
た
。
し
か
し
日
中
間
の
予
算
年
度
や

執
行
手
続
き
の
違
い
、
公
費
で
支
出
可
能
な
項
目
の
差
異
、
必
要
な

時
に
タ
イ
ミ
ン
グ
良
く
資
金
が
準
備
で
き
な
い
等
の
事
態
が
頻
繁
に

発
生
し
た
。

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
直
後
は
、
⑴
現
地
で
の
活
動
が
暗
礁
に
乗
り

上
げ
た
。
資
金
制
約
の
た
め
、
当
初
計
画
し
た
様
々
な
分
野
の
専
門

家
を
日
本
か
ら
派
遣
す
る
こ
と
が
困
難
に
な
っ
た
。
通
常
で
あ
れ
ば

こ
の
状
況
で
は
予
算
に
応
じ
、
相
当
規
模
を
縮
小
、
場
合
に
よ
っ
て

こ
の
分
野
の
投
入
は
中
止
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
し
か
し
、
日
中
間

に
は
、
物
理
的
な
距
離
の
み
な
ら
ず
、
長
い
歴
史
を
経
て
築
か
れ
て

き
た
多
層
的
な
人
材
交
流
、
特
に
こ
の
分
野
に
対
す
る
早
い
段
階
か

ら
の
支
援
と
い
う
、
日
中
な
ら
で
は
の
強
み
が
あ
っ
た
。

　
中
国
側
の
資
金
準
備
が
で
き
る
ま
で
の
間
、
過
去
に
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
や
調
査
に
関
わ
っ
た
日
系
福
祉
法
人
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
、

中
国
の
高
齢
者
産
業
に
関
心
を
有
す
る
企
業
等
に
、
こ
の
専
門
家
の

役
割
を
補
完
し
て
も
ら
う
こ
と
が
で
き
た
。
中
国
に
常
駐
し
て
い
る

方
の
み
な
ら
ず
、
出
張
機
会
が
あ
る
と
聞
け
ば
協
力
を
願
っ
た
。
通

常
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
れ
ば
専
門
家
が
体
系
的
・
学
術
的
に
日
本

の
政
策
や
制
度
、
取
組
み
状
況
や
課
題
を
整
理
し
て
講
義
を
行
う
と

こ
ろ
だ
が
、
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
例
え
ば
介
護
施
設
運
営
に
携

わ
る
方
に
は
、
介
護
の
現
場
に
あ
る
実
際
の
課
題
、
職
員
の
育
成
方

法
、
日
本
の
現
場
は
ど
う
い
っ
た
人
材
を
求
め
て
い
る
か
等
、
極
め

て
実
務
的
な
講
義
か
ら
始
め
た
。
企
業
の
方
に
は
、
時
に
自
社
製
品

を
使
用
し
た
実
演
指
導
を
い
た
だ
き
な
が
ら
、
高
齢
者
・
介
護
者
の

助
け
に
な
る
用
具
紹
介
、
安
全
性
や
利
便
性
へ
の
配
慮
等
を
教
示
い

た
だ
い
た
。
政
策
面
は
日
本
大
使
館
に
、
ま
た
大
学
で
高
齢
化
を
研

究
対
象
と
す
る
研
究
者
に
自
治
体
や
地
域
、
医
療
機
関
等
と
の
連
携

や
介
護
理
念
等
を
講
義
い
た
だ
い
た
。
こ
の
手
法
は
結
果
的
に
、
中

国
側
の
知
見
を
高
め
た
だ
け
で
な
く
、
現
場
の
需
要
に
実
践
的
に
応

え
た
も
の
と
な
っ
た
。

　
か
か
る
形
で
⑴
現
地
で
の
活
動
が
軌
道
に
乗
っ
て
く
る
と
、
そ
の

繋
が
り
を
端
緒
と
し
て
、
⑵
訪
日
研
修
で
、
視
察
や
実
習
を
受
け
入

れ
て
く
だ
さ
る
機
関
、
企
業
が
出
て
き
た
。
研
修
か
ら
帰
国
し
た
中
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国
側
は
必
ず
報
告
会
を
開
催
し
、
研
修
成
果
の
還
元
を
図
る
と
共

に
、
介
護
人
材
育
成
に
携
わ
る
者
は
例
え
ば
日
本
の
介
護
人
材
育
成

に
関
す
る
教
材
や
用
語
集
等
を
参
考
に
、
中
国
側
で
の
整
備
に
取
り

組
ん
だ
。
制
度
整
備
を
担
う
民
生
部
は
建
議
や
論
文
と
し
て
成
果
を

多
数
ま
と
め
た
。

　
中
国
の
介
護
人
材
育
成
に
は
確
実
に
変
化
が
現
れ
た
。
ま
ず
各
モ

デ
ル
サ
イ
ト
で
差
は
あ
る
も
の
の
、
総
じ
て
介
護
人
材
の
育
成
を
体

系
的
に
学
ぶ
よ
う
に
な
っ
た
。
一
方
的
ま
た
は
場
当
た
り
的
だ
っ
た

講
義
を
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
化
し
、
ま
た
現
場
実
習
を
重
要
視
す
る
よ
う

に
な
っ
た
。
北
京
社
会
管
理
職
業
学
院
を
例
に
挙
げ
る
と
、
三
年
間

の
内
、
一
年
生
で
一
週
間
、
二
年
生
で
一
カ
月
の
現
場
実
習
を
一
年

生
の
段
階
か
ら
の
べ
一
か
月
以
上
に
な
る
よ
う
に
設
定
、
全
て
の
学

年
に
実
習
を
組
み
込
ん
で
い
る
。

　
民
生
部
も
介
護
人
材
の
確
保
・
育
成
を
重
視
す
る
よ
う
に
な
っ

た
。
財
政
状
況
が
異
な
る
た
め
、
全
国
一
律
の
展
開
に
ま
で
は
至
っ

て
い
な
い
が
、
養
老
人
材
奨
励
政
策
を
打
ち
出
し
、
高
等
教
育
を
受

け
た
者
が
介
護
職
に
従
事
し
た
場
合
に
は
破
格
の
奨
励
金
を
用
〉
20
〈意

し

た
り
、
介
護
人
材
育
成
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
モ
デ
ル
サ
イ
ト
で
も
あ

る
学
院
等
に
委
託
し
た
り
す
る
等
、
新
し
い
政
策
や
取
組
み
を
開
始

し
た
。

　
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
、
⑶
資
機
材
投
入
は
、
当
初
の
計
画
に
は

な
か
っ
た
が
、
⑴
現
地
で
の
活
動
や
⑵
訪
日
研
修
を
通
じ
て
、
中
国

側
が
実
習
で
紹
介
さ
れ
た
介
護
用
品
等
を
自
主
的
に
整
備
し
始
め

た
。
ま
た
、
中
国
側
の
介
護
施
設
に
対
す
る
日
系
法
人
と
の
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
契
約
が
締
結
さ
れ
た
事
例
も
あ
っ
た
。

　
振
り
返
れ
ば
、
四
年
の
間
に
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
は
実
に
の
べ

八
〇
以
上
の
日
系
福
祉
法
人
、
企
業
、
大
学
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
が
参
画

し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
関
心
や
事
業
に
合
わ
せ
て
中
国
側
と
の
接
点
を
持

つ
に
至
っ
た
。
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
が
実
施
す
る
一
つ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対

し
、
こ
れ
ほ
ど
多
く
の
参
画
が
得
ら
れ
る
こ
と
は
極
め
て
稀
で
あ

る
。
民
生
部
も
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
総
括
の
場
に
お
い
て
、
多
く
の
日
本

側
機
関
と
関
係
構
築
が
な
さ
れ
た
こ
と
を
「
財
産
」
と
述
べ
、
日
本

側
に
謝
意
を
示
し
た
。

　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
当
初
定
め
た
成
果
に
対
し
、
応
え
と
な
り
得
る

具
体
事
例
は
複
数
生
み
出
さ
れ
た
。
当
初
か
ら
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間

中
の
達
成
は
困
難
と
見
て
、
目
標
や
成
果
と
し
て
明
記
は
し
な
か
っ

た
が
、
日
本
側
の
需
要
、
す
な
わ
ち
技
能
実
習
生
と
し
て
介
護
を
学

ぶ
人
材
の
獲
得
に
つ
い
て
は
、
介
護
技
能
の
み
な
ら
ず
語
学
も
必
要

と
な
る
た
め
、
ま
だ
年
数
を
要
す
る
も
の
の
一
定
の
道
筋
が
で
き

た
。
し
か
し
そ
の
一
方
で
、
福
祉
用
具
規
格
の
整
備
に
つ
い
て
は
課

題
を
積
み
残
し
た
。

　
こ
の
要
因
は
民
生
部
が
考
え
る
高
齢
者
対
策
政
策
の
中
で
は
緊
急

性
が
必
ず
し
も
高
く
な
か
っ
た
こ
と
や
、
そ
も
そ
も
福
祉
用
品
と
は

何
か
を
位
置
付
け
る
の
は
発
展
改
革
委
員
会
の
業
務
で
あ
る
等
、
縦

割
り
の
弊
害
が
現
れ
た
結
果
で
も
あ
っ
た
。
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
か
ら
は
再
三

に
わ
た
り
、
民
生
部
に
期
待
し
た
全
国
老
齢
工
作
委
員
会
弁
公
室
と
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表７　「日中高齢化対策戦略技術プロジェクト」投入実績

（1）現地活動（国内研修 合計９回　のべ517名参加）
実施日 場　所 主な内容

2016.11.19 北京社会管理職業学院 ・介護職の能力開発とマネジメント
・介護人材の教育に関わる経験紹介

2017.4.25 陝西省
自強中等専門学院

・ 介護保険制度など日本の高齢者保健福祉制度、
資格制度の紹介

・ 日本の大学における介護福祉士養成カリキュラ
ム、授業方式、介護実習紹介

2017.6.15 南京市九如学院
・ 日本の介護施設（サービス内容、運営方法、職
員育成方法など）

・中国の養老政策と日系企業の介護サービス状況

2017.11.19 北京社会管理職業学院 ・ 要介護判定システム（開発の波形、概要、使用
実演）

2018.9.15‒17 北京社会管理職業学院
・介護予防、運動・口腔機能向上のための演習
・認知症ケアと予防マネジメント
・日中養老政策の比較分析

2018.12.7‒9 北京社会管理職業学院
・認知症の基礎知識、種類、特徴、ケーススタディ
・ 中国における認知症ケア現状と課題、介護とリ
ハビリテーション

2019.3.25‒26 高新健康城 ・ケアプラン作成のための実践演習

2019.9.20‒22 北京社会管理職業学院
・ 日本の福祉用具紹介、日本企業の認知症ケア取
組み紹介

・認知評価と基本ケアの経験紹介（演習を含む）

2019.12.3‒5 北京社会管理職業学院 ・自立支援のための日本における住宅改造
・機能訓練、生活リハビリ（演習を含む）

（2）訪日研修（合計８回　40名参加）
実施期間 研修テーマ 主な研修先（具体的な企業名は省く）

2016.12.5‒9 高齢者福祉政策・行政
サービス

厚生労働省、東京大学高齢社会総合研究機構、神
戸市役所

2016.12.12‒16 高齢者福祉政策・介護
人材育成 厚生労働省、東京大学高齢社会総合研究機構

2017.9.25‒29 福祉用具・介護人材育成 国際福祉機器展示会、企業
2017.10.23‒27 介護施設及び認知症ケア 日本福祉用具評価センター、企業
2018.10.15‒19 高齢者介護政策 北海道大学、小樽市総合福祉センター、介護施設
2018.12.10‒14 高齢者ケアマネジメント 渋谷区総合ケアコミュニティ、静岡県立大学、企業
2019.10.14‒18 高齢化政策 横浜市役所、湘南医療福祉専門学校、企業、介護施設

2019.12.16‒20 高齢者ケアマネジメント 北九州市役所、福岡介護福祉専門学校、企業、介
護施設

出所：JICA内データベースより著者作成。
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し
て
の
調
整
機
能
の
発
揮
を
求
め
た
が
叶
わ
な
か
っ
た
。
発
展
改
革

委
員
会
と
は
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
単
独
に
も
ま
た
他
の
機
関
と
共
同
で
も
、

福
祉
用
具
規
格
整
備
の
必
要
性
を
巡
る
協
議
を
行
っ
て
い
る
が
、
日

本
の
製
品
に
の
み
市
場
優
位
性
を
持
た
せ
る
よ
う
な
方
向
性
に
は
当

然
な
が
ら
難
色
を
示
し
て
お
り
、
ま
ず
は
中
国
国
内
の
福
祉
産
業
の

成
長
を
見
守
る
と
い
っ
た
姿
勢
で
あ
っ
た
。

　
他
方
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
終
了
す
る
二
〇
二
〇
年
の
中
国
日
本
商

会
発
刊
「
中
国
経
済
と
日
本
企
業
白
〉
21
〈書

」（
以
下
、「
日
本
企
業
白

書
」）
に
初
め
て
高
齢
者
関
連
サ
ー
ビ
ス
・
産
業
の
項
が
設
け
ら
れ

た
こ
と
は
光
明
で
あ
り
、
そ
の
執
筆
に
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
も
協
力
さ
せ
て
い

た
だ
い
た
こ
と
は
大
変
光
栄
で
あ
っ
た
。
こ
こ
に
福
祉
用
具
規
格
の

創
設
、
使
用
方
法
の
国
際
標
準
化
、
医
療
保
険
対
象
と
な
る
品
目
の

拡
大
や
手
続
き
の
簡
素
化
等
が
建
議
さ
れ
て
い
る
。

　
こ
れ
は
人
民
網
「
二
〇
一
九
年
日
本
対
華
進
国
提
高 
日
企
加
強

開
発
中
国
市
〉
22
〈場

」
や
第
一
財
経
「
日
企
借
進
博
覧
会
撬
動
中
国
銀
発

産
業
商
〉
23
〈机

」
で
も
、「『
日
本
企
業
白
書
』
に
初
め
て
そ
の
項
が
設
け

ら
れ
た
」
と
し
て
報
道
さ
れ
て
い
る
。
い
ず
れ
も
中
国
有
数
の
メ

デ
ィ
ア
媒
体
で
あ
る
が
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
や
他
関
連
機
関
か
ら
直
接
中
国

政
府
へ
働
き
か
け
る
方
法
に
加
え
、
こ
う
し
た
形
で
広
く
一
般
の

人
々
の
目
に
止
ま
り
、
世
論
形
成
に
関
与
し
て
い
く
こ
と
も
中
国
側

の
制
度
政
策
整
備
に
有
効
な
手
段
で
あ
る
と
考
え
る
。

三　
今
後
の
日
中
連
携
に
お
け
る
展
望

　「
中
国
は
世
界
最
大
の
開
発
途
上
国
で
あ
〉
24
〈

る
」。
こ
れ
は
中
国
政
府

の
目
下
の
認
識
で
あ
る
が
、
我
々
が
日
頃
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
共
に
す

る
開
発
途
上
国
と
中
国
は
、
大
き
く
異
な
る
点
が
二
つ
あ
る
。
一
つ

が
豊
富
な
資
金
力
に
あ
る
こ
と
は
論
を
俟
た
な
い
が
、
も
う
一
つ
は

強
烈
な
オ
ー
ナ
ー
シ
ッ
プ
で
あ
る
。
多
く
の
開
発
途
上
国
は
長
年
に

わ
た
る
紛
争
や
政
情
不
安
等
に
よ
り
国
家
機
能
が
脆
弱
で
あ
る
。
そ

れ
を
敢
え
て
公
言
し
な
く
と
も
そ
の
自
覚
が
あ
り
、
だ
か
ら
こ
そ
特

に
先
進
国
に
助
言
を
求
め
、
国
際
協
力
を
通
じ
て
、
そ
の
経
験
や
成

功
事
例
を
取
り
入
れ
て
、
開
発
を
進
め
て
い
こ
う
と
す
る
。

　
し
か
し
中
国
の
場
合
、
先
進
的
な
経
験
や
事
例
を
取
り
入
れ
る
こ

と
に
意
欲
的
で
は
あ
る
が
、
国
家
の
意
思
決
定
手
法
が
い
わ
ゆ
る
先

進
国
と
は
異
な
っ
て
い
る
た
め
、
そ
の
既
定
路
線
を
覆
す
ま
で
に
至

る
こ
と
は
極
め
て
稀
で
あ
る
。
従
い
、
共
に
取
り
組
も
う
と
す
る
課

題
が
、
中
国
側
の
政
策
優
先
順
位
の
上
位
に
あ
る
こ
と
が
、
彼
ら
を

積
極
的
に
さ
せ
る
絶
対
条
件
で
あ
る
。

　
こ
の
特
徴
を
踏
ま
え
、
今
後
の
日
中
連
携
に
お
け
る
可
能
性
を
二

つ
検
討
す
る
。

　
一
つ
は
、
中
国
の
高
齢
化
対
応
に
対
す
る
日
中
共
同
で
の
「
仕
組

み
づ
く
り
」
で
あ
る
。

　
中
国
側
の
高
齢
化
対
応
に
つ
い
て
の
優
先
順
位
は
高
い
。
し
か
し
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な
が
ら
ま
た
、
そ
の
中
に
も
優
先
順
位
が
あ
る
。
介
護
人
材
育
成
の

順
位
は
高
か
っ
た
が
、
福
祉
用
具
規
格
等
の
制
度
整
備
に
つ
い
て
現

段
階
で
は
高
い
と
は
言
え
な
か
っ
た
。
こ
れ
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実

施
し
て
実
感
し
た
こ
と
で
あ
り
、
既
存
文
献
の
収
集
や
関
連
会
議
へ

の
出
席
等
だ
け
で
は
、
差
異
の
承
知
は
難
し
か
っ
た
と
考
え
る
。

　
目
下
、
彼
ら
が
高
齢
化
対
応
の
中
で
も
最
も
重
視
し
て
い
る
の
は

退
職
年
齢
の
引
き
上
げ
及
び
シ
ル
バ
ー
人
材
の
活
用
で
あ
る
。
こ
れ

は
一
〇
年
以
上
前
か
ら
議
論
さ
れ
て
い
る
が
、
国
民
の
反
発
も
根
強

く
、
退
職
年
齢
を
定
め
た
労
働
法
を
改
定
す
る
と
こ
ろ
ま
で
に
は

至
っ
て
い
な
い
。
し
か
し
、
複
数
の
都
市
や
国
有
企
業
等
で
、
例
え

ば
退
職
年
齢
選
択
制
の
導
入
や
パ
ー
ト
契
約
的
な
労
働
継
続
等
、

様
々
に
試
行
的
取
組
み
が
実
施
さ
れ
て
い
る
。
中
国
で
は
法
的
整
備

の
検
討
や
全
国
展
開
の
前
に
は
必
ず
、
比
較
的
大
規
模
に
、
か
つ
具

体
的
な
行
動
を
伴
っ
て
、
あ
る
種
の
社
会
的
実
証
が
な
さ
れ
、
そ
の

成
否
や
影
響
に
つ
い
て
政
府
部
門
を
中
心
に
様
々
な
分
析
や
評
価
が

な
さ
れ
る
。

　
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
中
国
事
務
所
は
二
〇
二
一
年
五
月
二
四
日
、
中
国
国
際

経
済
交
流
中
心
（
Ｃ
Ｃ
Ｉ
Ｅ
〉
25
〈

Ｅ
）
と
「
高
齢
化
に
関
す
る
協
力
覚

書
」
を
締
結
し
た
が
、
こ
う
し
た
シ
ン
ク
タ
ン
ク
が
し
ば
し
ば
そ
の

分
析
や
評
価
に
参
加
し
て
い
る
。
ま
た
中
国
政
府
が
整
備
し
よ
う
と

す
る
法
律
や
制
度
の
草
案
作
り
も
担
う
。
政
府
部
門
ほ
ど
厳
重
な
縦

割
り
に
縛
ら
れ
ず
、
ま
た
分
析
や
評
価
を
行
う
た
め
に
様
々
な
視
点

か
ら
の
意
見
を
取
り
入
れ
よ
う
と
す
る
柔
軟
性
も
高
い
。
中
国
の
高

齢
化
対
策
に
関
す
る
「
仕
組
み
づ
く
り
」
に
つ
い
て
は
、
日
本
企
業

の
要
望
も
高
い
。
さ
ら
に
は
「
課
題
先
進
国
」
で
あ
る
日
本
に
優
位

性
が
高
い
。
中
国
の
高
齢
化
関
連
の
法
律
や
制
度
が
実
際
の
形
に
な

る
前
に
、
意
見
や
要
望
、
知
見
を
中
国
の
意
思
決
定
プ
ロ
セ
ス
の
中

に
持
ち
込
む
こ
と
、
社
会
的
実
証
に
取
り
組
む
べ
き
施
策
を
提
案

し
、
関
与
し
て
い
く
こ
と
が
、
日
本
社
会
も
抱
え
る
こ
の
課
題
に

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
さ
れ
る
メ
リ
ッ
ト
も
大
き
い
も
の
に
な
る
と
考
え

る
。

　
二
つ
目
は
、
農
業
で
言
え
ば
展
示
圃
場
の
よ
う
な
役
割
を
果
た
す

「
日
中
介
護
展
示
場
」
の
構
築
で
あ
る
。

　
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
の
中
国
高
齢
化
分
野
へ
の
協
力
は
、
人
材
育
成
、
制
度

整
備
支
援
等
、
総
じ
て
ソ
フ
ト
面
で
の
支
援
で
あ
る
。
受
益
者
が
限

定
的
で
あ
り
、
多
く
の
人
が
見
て
す
ぐ
に
理
解
で
き
る
形
式
と
は
言

い
難
く
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
通
じ
て
も
し
ば
し
ば
「
日
本
が
協
力
し

て
何
が
変
わ
っ
た
の
か
よ
く
分
か
ら
な
い
」
と
い
う
声
が
聞
か
れ
た
。

　
中
国
の
政
策
普
及
の
手
法
は
、
一
つ
の
目
に
見
え
る
成
功
事
例
を

ま
ず
作
り
、
そ
れ
を
広
げ
て
い
く
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
従
い
、
早

期
に
目
に
見
え
る
、
変
化
が
分
か
る
「
展
示
場
」
を
構
築
す
る
必
要

が
あ
る
。

　「
日
中
高
齢
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
が
積
み
残
し
た
課
題
で
あ
る
福

祉
用
具
規
格
整
備
は
、
そ
の
元
を
た
ど
れ
ば
良
質
な
福
祉
用
具
の
普

及
に
、
少
し
で
も
公
的
な
補
助
が
入
れ
ば
促
進
剤
に
な
る
と
い
う
発

想
で
あ
っ
た
。
逆
に
公
的
な
補
助
金
が
入
り
や
す
い
用
具
は
何
か
と
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い
う
方
か
ら
見
れ
ば
、
現
在
中
国
政
府
が
注
力
し
て
い
る
の
は
Ａ
Ｉ

機
能
な
ど
が
搭
載
さ
れ
た
無
人
化
・
省
力
化
機
材
で
あ
る
。
農
民
工

の
減
少
や
高
齢
化
の
課
題
対
応
も
含
め
、
中
国
で
は
無
人
化
農
業
や

産
業
用
ロ
ボ
ッ
ト
導
入
な
ど
が
盛
ん
に
進
め
ら
れ
て
い
る
。
福
祉
用

具
に
つ
い
て
は
、
中
国
発
展
研
究
基
金
会
が
出
版
し
た
『
中
国
発
展

報
告 

二
〇
二
〉
26
〈

〇
』
に
「
日
本
富
士
通
公
司
最
新
設
計
一
款
智
慧
手

杖
」
と
し
て
、
Ｇ
Ｐ
Ｓ
を
活
用
し
た
高
齢
者
見
守
り
杖
の
紹
介
や
、

「
在
日
本
東
京
公
立
医
院
、
新
出
現
一
些
針
対
臥
床
老
人
的
智
慧
病

床
」
と
ベ
ッ
ド
に
横
た
わ
る
だ
け
で
、
患
者
の
体
温
を
測
定
し
、
そ

れ
に
合
わ
せ
て
空
調
温
度
を
自
動
調
節
す
る
、
マ
ッ
サ
ー
ジ
機
能
も

付
い
た
製
品
が
あ
る
等
と
紹
介
し
て
い
る
。

　
と
は
言
え
、
展
示
圃
場
の
よ
う
な
役
割
と
し
て
は
、
ス
マ
ー
ト
化

さ
れ
た
福
祉
用
具
を
用
い
た
介
護
だ
け
で
は
い
さ
さ
か
ス
ケ
ー
ル
が

小
さ
い
。
一
方
、
街
づ
く
り
の
よ
う
な
ス
ケ
ー
ル
を
掲
げ
る
と
、
例

え
ば
ス
マ
ー
ト
シ
テ
ィ
建
設
な
ど
は
、
国
家
戦
略
と
し
て
推
進
さ
れ

る
場
合
が
多
い
た
め
規
模
が
大
き
過
ぎ
、
介
護
と
い
う
観
点
で
の
注

目
は
弱
ま
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。

　
中
国
側
の
資
金
を
期
待
し
な
が
ら
、
何
が
展
示
場
と
な
り
得
る
だ

ろ
う
か
。
最
近
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
に
、
中
国
側
か
ら
相
談
の
あ
っ
た
事
例
か

ら
二
つ
の
可
能
性
を
考
え
る
。
一
つ
は
介
護
施
設
で
あ
る
。
現
在
中

国
政
府
は
、
二
〇
六
〇
年
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
実
現
を
目
指

し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
事
業
転
換
を
迫
ら
れ
て
い
る
複
数
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
、
特
に
石
炭
関
係
の
国
有
企
業
が
あ
る
。
こ
の
企
業
が
有
す

る
資
金
、
人
材
、
施
設
等
を
高
齢
者
介
護
に
向
か
わ
せ
る
こ
と
は
で

き
な
い
だ
ろ
う
か
と
す
る
相
談
で
あ
っ
た
。
目
下
、
ど
う
い
っ
た
こ

と
が
で
き
る
か
協
議
中
で
あ
る
が
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
か
ら
は
、
最
初
は
小

さ
い
規
模
で
あ
っ
て
も
、
来
訪
者
に
「
施
設
運
営
を
見
せ
る
」
こ
と

を
前
提
に
し
た
介
護
施
設
を
作
っ
て
い
く
こ
と
を
提
案
し
て
い
る
。

こ
れ
ま
で
は
も
と
も
と
介
護
施
設
と
し
て
運
営
さ
れ
て
い
る
所
の
変

化
や
技
術
向
上
を
目
指
し
て
い
た
が
、
異
業
種
か
ら
の
ス
タ
ー
ト
自

体
が
既
に
一
つ
の
変
化
で
あ
り
、
イ
ン
パ
ク
ト
が
大
き
い
。
我
が
国

は
、
建
設
業
等
か
ら
の
介
護
事
業
参
入
経
験
を
先
行
し
て
有
し
て
い

る
た
め
、
そ
の
提
携
先
と
も
な
り
得
る
。
新
た
に
建
設
す
る
介
護
施

設
で
あ
れ
ば
、
利
用
者
の
獲
得
、
そ
の
財
務
状
況
は
ど
う
か
等
か
ら

調
べ
る
必
要
が
あ
る
が
、
こ
う
し
た
国
有
企
業
は
そ
の
退
職
者
を
、

は
じ
め
の
利
用
者
と
し
て
考
え
て
い
る
た
め
、
懐
事
情
も
お
互
い
に

お
よ
そ
分
か
っ
て
い
る
こ
と
も
利
点
で
あ
る
。

　
も
う
一
つ
は
中
国
特
有
の
仕
組
み
で
あ
る
「
社
区
」
の
活
用
で
あ

る
。「
社
区
」
内
に
は
診
療
所
、
理
髪
店
、
コ
ン
ビ
ニ
、
食
堂
、
公

民
館
、
保
育
園
か
ら
中
学
校
ま
で
の
教
育
機
関
等
が
揃
い
、
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
管
理
の
中
心
と
な
っ
て
い
る
。
既
に
高
齢
化
対
策
の
た
め
の

試
み
と
し
て
、「
社
区
」
内
で
使
え
る
無
料
の
散
髪
や
食
事
等
の
チ

ケ
ッ
ト
配
布
、
高
齢
者
の
見
守
り
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
導
入
等
が
見
ら
れ

る
が
、
他
に
ど
う
い
っ
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
導
入
の
ア
イ
デ
ア
が
あ
る

か
、
し
ば
し
ば
求
め
ら
れ
る
機
会
が
あ
る
。
バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
促
進

や
福
祉
用
具
レ
ン
タ
ル
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
整
備
、「
社
区
」
内
無
人
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宅
配
車
の
導
入
等
を
高
齢
化
対
策
の
観
点
か
ら
は
提
案
し
て
い
る

が
、「
社
区
」
で
の
社
会
的
実
証
は
、
我
が
国
の
特
に
中
山
間
地
域

が
抱
え
る
課
題
対
応
へ
の
ヒ
ン
ト
に
も
な
り
得
る
と
考
え
る
。
ス

マ
ー
ト
シ
テ
ィ
は
前
述
し
た
よ
う
に
規
模
が
大
き
過
ぎ
る
が
、「
社

区
」
の
サ
イ
ズ
で
あ
れ
ば
、
我
が
国
の
市
町
村
規
模
に
も
合
致
す
る

社
会
実
証
が
可
能
で
あ
ろ
う
。

　
早
期
に
、
多
く
の
人
の
目
に
留
ま
る
「
展
示
場
」
の
一
つ
の
パ
タ

ン
を
実
現
さ
せ
る
。
日
中
連
携
の
可
能
性
は
両
国
に
メ
リ
ッ
ト
を
生

む
形
で
実
現
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

注〈
1
〉
陳
浩
・
徐
瑞
慧
・
唐
滔
・
高
宏
「
関
于
我
国
人
口
轉
型
的
認
識

和
応
対
之
策
」「
中
国
人
民
銀
行
工
作
論
文
」http://www.pbc.gov.

cn/redianzhuanti/118742/4122386/4122692/4214189/4215394/ 
2021032618473569432.pdf

（
二
〇
二
一
年
四
月
二
三
日
参
照
）

〈
2
〉 RE

U
T

ERS

「
中
国
の
人
口
が
五
〇
年
ぶ
り
に
減
少
」https://

jp.reuters.com
/article/china-society-census-idJPK

BN
2C

F0O
L

（
二
〇
二
一
年
四
月
二
九
日
参
照
）

〈
3
〉 U

N
 (U

nited N
ations ), “ W

orld Population Prospects 2019”  
https://population.un.org/w

pp/D
ownload/Standard/Population/

〈
4
〉 

中
国
（
海
南
）
改
革
発
展
研
究
院
国
際
経
済
研
究
所
「
中
国
応

対
人
口
老
齢
化
的
政
策
与
中
日
老
齢
化
社
会
合
作
建
議
」
二
〇
二
一

年
。

〈
5
〉 

外
務
省
「
日
本
の
Ｏ
Ｄ
Ａ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

中
国 

対
中
Ｏ
Ｄ
Ａ

概
要
」https://www.m

ofa.go.jp/m
ofaj/gaiko/oda/data/chiiki/china.

htm
l

（
二
〇
二
一
年
五
月
八
日
参
照
）

〈
6
〉 

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
「
市
場
経
済
の
健
全
な
発
展
と
民
生
の
保
障
の
た
め

の
法
制
度
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
や
「
日
中
石
綿
関
連
癌
診
断
能
力
向
上

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
等
で
中
国
側
も
部
分
的
な
費
用
負
担
を
し
て
い

る
。https://w

w
w

2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2014_1302072_ 
1_s.pdf

、https://w
w

w.jica.go.jp/project/china/017/outline/
index.htm

l

〈
7
〉 

外
務
省
「
開
発
協
力
、Ｏ
Ｄ
Ａ
っ
て
何
だ
ろ
う
」https://www.

m
ofa.go.jp/m

ofaj/gaiko/oda/about/oda/oda.htm
l

（
二
〇
二
一
年

五
月
八
日
参
照
）

〈
8
〉 

内
閣
府
「
外
交
に
関
す
る
世
論
調
査
」https://survey.gov-

online.go.jp/r02/r02-gaiko/2-2.htm
l

（
二
〇
二
一
年
五
月
二
三
日

参
照
）

〈
9
〉 W

H
O

 (W
orld H

ealth O
rganization ), “ T

he G
lobal H

ealth 
O

bservatory” https://w
w

w.w
ho.int/data/gho/data/them

es/
m

ortality-and-global-health-estim
ates/ghe-life-expectancy-and-

healthy-life-expectancy

（
二
〇
二
一
年
二
月
二
六
日
参
照
）

〈
10
〉 W

H
O

 (W
orld H

ealth O
rganization ), “ W

orld R
eport on 

A
geing and H

ealthp,”  p. 49 http://apps.w
ho.int/iris/bitstream

/
handle/10665/186463/9789240694811_eng.pdf;jsessionid =D

C
D

F8D
B6F84FC

D
D

E
0276B7F44D

6B5788?sequence =1

（
二
〇

二
一
年
二
月
二
六
日
参
照
）

〈
11
〉 

内
閣
府
「
令
和
二
年
版
高
齢
社
会
白
書
」（
Ｐ
Ｄ
Ｆ
版
）
二
頁 
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https://w
w

w
8.cao.go.jp/kourei/w

hitepaper/w
-2020/zenbun/ 

02pdf_index.htm
l

〈
12
〉 
人
口
に
占
め
る
高
齢
者
（
六
五
歳
以
上
）
の
割
合
が
七
％
を
超

え
て
い
る
状
態
を
「
高
齢
化
社
会
」、
一
四
％
を
超
え
る
と
「
高
齢

社
会
」、
二
一
％
を
超
え
る
と
「
超
高
齢
社
会
」
と
い
う
。

〈
13
〉 

中
国
国
家
統
計
局
「
二
〇
二
〇
年
農
民
工
監
測
調
査
報
告
」

http://w
w

w.stats.gov.cn/tjsj/zxfb/202104/t20210430_1816933.
htm

l

（
二
〇
二
一
年
四
月
三
〇
日
参
照
）

〈
14
〉 

国
際
的
に
先
例
の
な
い
課
題
を
多
く
抱
え
、
そ
れ
を
い
か
に
解

決
し
、
乗
り
越
え
て
い
く
か
と
い
う
問
題
に
直
面
し
て
い
る
国
（
新

語
時
事
用
語
辞
典
よ
り
）。https://www.weblio.jp/content/%

E
8%

A
A

%
B2%

E
9%

A
1%

8C
%

E
5%

85%
88%

E
9%

80%
B2%

E
5%

9B%
BD

〈
15
〉 

現
・
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
海
外
協
力
隊
。

〈
16
〉 

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
『
中
華
人
民
共
和
国
高
齢
化
問

題
に
関
す
る
情
報
収
集
・
確
認
調
査 

最
終
報
告
書
』
二
〇
一
四

年 https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/12153276.pdf

〈
17
〉 

二
〇
一
二
年
九
月
、
日
本
政
府
が
尖
閣
諸
島
を
長
期
に
わ
た
り

平
穏
か
つ
安
定
的
に
維
持
・
管
理
す
る
た
め
に
、
所
有
権
を
民
間
か

ら
政
府
に
移
転
し
た
こ
と
を
指
す
。

〈
18
〉 

現
・
国
家
衛
生
健
康
委
員
会
。

〈
19
〉 

三
年
生
の
職
業
技
術
学
院
（
専
門
的
な
職
業
に
特
化
し
て
学

ぶ
）
で
あ
る
と
共
に
、民
生
部
幹
部
研
修
セ
ン
タ
ー
の
機
能
も
持
つ
。

〈
20
〉 

新
華
網
「《
北
京
市
養
老
服
務
人
才
培
養
培
訓
実
施
辦
法
》
発

布
、
入
職
奨
励
分
三
年
発
放
」http://www.xinhuanet.com

/local/ 

2020-11/25/c_1126782349.htm

（
二
〇
二
〇
年
一
一
月
二
五
日
参

照
）

〈
21
〉 

二
〇
一
〇
年
か
ら
、
中
国
の
中
央
・
地
方
政
府
と
の
対
話
促
進

を
目
的
と
し
て
、
中
国
各
地
の
商
工
会
組
織
の
日
系
企
業
が
直
面
す

る
課
題
の
分
析
お
よ
び
解
決
の
た
め
の
建
議
を
ま
と
め
た
も
の
で
、

最
前
線
で
中
国
ビ
ジ
ネ
ス
に
取
り
組
む
会
員
企
業
人
等
、
実
務
者
が

実
際
の
執
筆
に
当
た
っ
て
い
る
特
徴
が
あ
る
。
米
国
や
Ｅ
Ｕ
商
会
も

白
書
は
毎
年
発
刊
し
て
い
る
が
、
執
筆
者
の
点
に
違
い
が
あ
る
。
中

国
日
本
商
会
調
査
委
員
会
（
事
務
局
：
ジ
ェ
ト
ロ
北
京
事
務
所
）
が

企
画
・
編
集
な
ど
の
取
り
ま
と
め
を
行
っ
て
い
る
。

〈
22
〉 

人
民
網
「《
中
国
日
本
商
会
白
皮
書
》
発
布
│
│
二
〇
一
九
年

日
本
対
華
進
口
提
高 

日
企
加
強
開
発
中
国
市
場
」http://japan.

people.com
.cn/n1/2020/0917/c35421-31865242.htm

l

（
二
〇
二

〇
年
九
月
一
七
日
参
照
）

〈
23
〉 

第
一
財
経
「
日
企
借
進
博
覧
会
撬
動
中
国
銀
発
産
業
商
机
」

https://www.yicai.com
/news/100832472.htm

l

（
二
〇
二
〇
年
一

一
月
一
一
日
参
照
）

〈
24
〉 

国
務
院
新
聞
弁
公
室
「《
新
時
代
的
中
国
国
際
発
展
合
作
》
白

皮
書
」（
二
〇
二
一
年
一
月
）http://www.scio.gov.cn/zfbps/32832/ 

D
ocum

ent/1696685/1696685.htm

（
二
〇
二
一
年
一
月
一
〇
日
参

照
）

〈
25
〉 C

hina C
enter for International E

conom
ic E

xchanges. 

二

〇
〇
九
年
六
月
。
温
家
宝
総
理
の
指
示
の
下
、
元
国
務
院
副
総
理
の

曽
培
炎
を
理
事
長
と
し
て
成
立
。
国
家
発
展
改
革
委
員
会
傘
下
の
国

際
協
力
セ
ン
タ
ー
と
対
外
開
放
諮
問
セ
ン
タ
ー
と
い
う
二
つ
の
シ
ン
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ク
タ
ン
ク
を
統
合
し
た
も
の
。http://www.cciee.org.cn/

〈
26
〉 

中
国
発
展
研
究
基
金
会
『
中
国
発
展
報
告 

二
〇
二
〇
│
│
中

国
人
口
老
齢
化
的
発
展
趨
勢
和
政
策
』
中
国
発
展
出
版
社
、
二
〇
二

〇
年
、
九
〇

－

九
一
頁
。


